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整理解雇事件の判決傾向（企業側敗訴率８２％）
「解雇の研究」　高橋賢司准教授（立正大学）著によると（法律文化社2011/11/30）、整理解雇事件として、法曹界で話題になった事件１０１件（平成元年から平成１９年２月までに雑誌「労働判例」に掲載された事件のうち解雇者実数不明のものや営業譲渡事件を除く。）のうち、整理解雇１０人未満の少数解雇者事件は、１０１件中＝９１件（90％）となっている。また整理解雇が有効とされた事件は、１０１件中＝１８件（82％）となっている。最大解雇者数は１４０人、次いで１４人である。
この分析自体が訴訟に至るまでの実態が考慮されていないのは否めない。が、その実態の中でハラスメント事件の急増が関係しているとの考え方も根強い。
整理解雇の４要件の政治的翻弄時期
１９９９年（平成１１年）秋から約半年間、東京地方裁判所の判決が政治的に翻弄されたことで有名である。
平成１１年秋から平成１２年３月までに出された、東京地裁労働部の８件の判断（東洋印刷、日本ヒルトン、角川文化振興財団、明治書院、ナショナル・ウェストミンスター銀行、東京魚商協同組合、広川書店、カンタス航空の８件）のことである。また、この政治的翻弄は東京地裁より外の裁判所に波及することもなく、特徴的な事態であった。
平成１２年４月になって、この東京地裁労働部（１９部）当時の部長が、東京弁護士会の研修会で新見解を示した。「当部においては，それが要件論であるか，要素論であるかはともかくとして、整理解雇４要件法理の枠組みは維持されている」と説明したことから、全国の裁判所においての整理解雇についての要件論若しくは要素論の論争は決着をした。
現在、これら８事件の判旨は事実上否定をされており、これらの裁判例（整理解雇の４要素説）を持ち出して整理解雇の正当性を弁護する法律家は存在しなくなった。２００８年末の「派遣切り」が問題となった際、整理解雇４要件法理の枠組みを認識せず、要素説でもって対抗した企業はことごとく敗訴した。特定社会保険労務士向けの研修（平成１８年～）の初期には、ナショナル・ウェストミンスター銀行事件が持ち出されていたため、整理解雇４要件法理の枠組みを認識しないままの者も少なくないから、注意は必要である。
整理解雇４要件の、「人選の合理性基準」
整理解雇事件の判例・裁判例にたいし、人選についての合理性判断が曖昧であるとの批判が多い。おそらく数年のうちには、この合理性が強化される方向である。
すなわち、合理性判断が曖昧とする論旨は、高齢者、疾病者、障害者、勤務態度不良者、隔離部門所属者、労働条件引き下げ拒否者、パートタイマーらを人選対象とすることが整理解雇の本旨となっているのではなく、指名解雇が本旨だとの指摘によるものである。普通解雇事件、解雇権濫用が本旨だというのである。数年のうちに徐々に、この整理解雇４要件の人選基準からの除外対象者を法制化する動きが現れるであろう、それは経済社会構造の変化速度によると思われる。
ちなみに、曖昧とする論旨を、人選対象カテゴリーごとに分析すると次の通りである。
【高齢者を一律に解雇対象】
とすることは、例えば従業員を年代グループ別に分けて、そこでの業務能力のを評価を年代グループ別にするとした場合と比較すれば、著しく合理性が弱くなる。要するに、労働能力や熟練度を考えれば、一定年齢で人選をするところは、「企業経営を立て直す必要性」の要件と、真っ向から矛盾する論理となってしまうのである。
【疾病者を解雇対象】
とするときは、回復の見込み、解雇の有効性の有無が判断される判決日時点の病状、復職プロセスの配慮といった要素を考慮した途端に、その合理性は失われる。ちなみに、休職期間満了による解雇事件での争点は、先に揚げたような回復の見込み、解雇の有効性の有無が判断される判決日時点の病状、復職プロセスの配慮が取り上げられつつある傾向である。
【障害者の場合には】
障害者とは障害の程度が固定しているとされる概念である。そこで、障害者に対する残存能力配慮義務というものが問われることになる。すなわち、残存している能力を、所定時間の短縮、就労設備の充実、職務内容の限定を行うことで、合わせて労働条件の低減を実施すれば、解雇を通告する理由が成り立たないとするものである。なおさら社員の身分を持つ者となれば、職種限定などせずに採用したのだから、最低限の雇用保障義務は生じると考える裁判所の傾向にある。加えて具体的には、新規採用の身体障害者を募集するに比べ、長年働いていた労働者に残存する能力を発揮してもらい、給与等の低減分は障害年金や身体障害者手帳で補てんするといった具合の概念である。
【勤務態度不良者の場合】
裁判所は整理解雇ではなく、個別企業の定めた就業規則に基づいて普通解雇をすれば合理的な理由が成り立つではないかと言いたげである。就業規則の条文文言が不備・不親切での無理解とか、勤務態度が不良なのではなく恣意的理由による解雇であるとか、こういった解雇通告が事件ともなれば企業側が敗訴するなどといった理由から、名目を整理解雇とすればよいのではないかとの誘惑にかられたことによる事件が多い。そのことを裁判所は言いたげなのである。
勤務態度の中でも協調性や規律性に反する事件では、より客観的な評価基準リストも存在するが、個別企業によっては評価基準リストでピックアップすれば職制機構が崩れる場合も、（いわゆる薮蛇は大手企業を中心に）数多く存在する。
http://www.soumubu.jp/download/template/template2/sonota/kyochosei.html
だから、目先では協調性や規律性の判断に客観的手法を避けたいとの意見もある。
【隔離部門所属者】
これは、企業側が姑息な知恵をつけて、様々な解雇対象者を隔離部屋とか不採算部門に隔離・集中配転させ、その上で部門の業績が悪いとして廃止に伴う整理解雇の形をとっていると、裁判所は言いたげなのである。従来は労働組合員や政治党員を隔離部屋に隔離したことから不当労働行為などの労働委員会救済決定事案が多かったが、近年は従業員一般に対して虚弱、左遷、精神疾患その他を隔離する形で整理解雇に持ち込む事例が多いようである。
【労働条件引き下げ拒否者を整理解雇で人選】
これは非常に合理性を欠くこととなる。労働条件を引き下げてでも雇用契約を継続したい旨を、既に企業側から申し込んでいる事実があり、労働者側は条件さえ同じであれば労務を提供することを意思表示していることになった経緯がある。すると、社員として雇用している者ならば、この労働者を育成する権利と義務（統治行為）は企業側にあり、労働時間等での労務提供で範囲の注意をして取り扱う（所有権に基づく注意義務）が存在し、その前提で配置転換をする事情は企業側にあるのだから、事実上の経費節減を狙った労働条件引き下げと解されることになりかねない。正規・非正規の如何を問わず、常用労働者として扱われる者であれば、期間契約などを締結した場合に、その期間中は労働条件の変更を認められないことと同じく、定年に達するまでの労働条件を、労働者毎に個別に不利益変更することはできない。
加えて、労働契約法によって、常用労働者と扱われる者の労働条件は、就業規則・賃金規定の不利益変更による外は、変更することができないこととなっている。このように見てみると、労働条件引き下げの申し込みを企業側が行ってしまったが故に、整理解雇の対象者とすることに困難さが発生する。だから狙い撃ち解雇と判断されるケースが多いのである。
【パートタイマーについては】
契約期間が３年以内の、いわば臨時であれば、順次期間満了を待って人員削減をすれば整理解雇の対象とはならないはずである。中途の解約は、同意が無ければ期間中の賃金は異質利益としての支払いが法定法理である。したがって大きな論争となるのは、パートタイマーを人選する場合の実態が、すなわち契約期間が４年目に突入するとか、もとより常用労働者として単なる身分だけがパートタイマーである者といった場合の整理解雇である。
いわば臨時的雇用ではないから、社員の整理解雇回避措置には当たらないとするものである。そして、労働法においては、正規であるとか非正規であるとかの身分的区別を行わないから、個別企業における名称や身分格差に基づく整理解雇が認められないとするものである。
こういった傾向は、パートタイマーが事業の主力になっている個別企業においては、現在でもパートタイマーの整理解雇対象は、合理的理由が無いとして、裁判所から認められることはない。
特定人物のプライバシーを調査することは
雇用の平等といった視点からして、その特定人物のみのアラ探しをすることになるから平等ではないといった考え方となっている。（最高裁第３小、平成７年９月５日、関電事件）すなわち、労働問題においてはプライバシー侵害という一般概念に裁判所は立脚していない。
それは、企業活動において、募集採用から始まり、在籍中の人事評価、傷病罹患の評価、退職に向けての配慮などのプライベート情報を、個別企業担当者が把握することこそが、個別企業の統治権と義務（円滑な業務運営）や所有権に基づく安全配慮義務の主要な柱とされているのである。それは、労働契約法、労働基準法その他の法令に起因している。（近代社会制度は、統治権＝契約自由原則、所有権＝所有に伴う注意義務、過失責任主義＝結果責任や原因責任は問わない主義、この３原理が立脚している。）
解決金による自由解雇制度の行方
この制度は成立する見通しがないと判断されている。代わりに、労働審判や紛争調整委員会のあっせんが、その必要性があれば解決金による解雇を成就させているのが実態である。すなわち、何ヶ月かの給与相当額を一律に支払えば、解雇が可能であるとの制度には無理があるされたものの、個別的実質的には法制度として政府審議されていた内容は現実のものとなり、法律上信義則上で問題とされる解雇は労働審判や紛争調整委員会で容認されないといった実態となって落ち着いている。
解雇事件の判決直後の職場復帰
信義則に基づくと、解雇事件の判決直後からの労働者の職場復帰（再雇用請求）の問題が残るとされる。非常に多くの労働者は解雇事件の決着がつけば、再び職場復帰することを望まず、退職と金銭解決の意思を表明するケースが多い。ところが、これからの時代は再雇用請求権を申立、職場復帰を求める労働者が増加することは間違いない。
その場合に課題となるのは、企業側が、解雇理由が消滅した時点から即座に労働者の労務提供義務を、係争中も含め企業側から催告すること、及び催告に応じた場合の受け入れ態勢にかかわる意思表示である。すなわち、解雇理由がなくなったとすれば、判決を待たずに、労働者が働きに来るといった場合には、企業側にその受領義務が生じていると考える傾向なのである。
整理解雇を避けるための配置転換の有効性
雇用期間が２カ月以内とかの臨時的雇用を除けば、職種限定、勤務地限定であったとしても、現在の裁判例では配置転換を含め雇用の機会を提供することが義務づけられている。それは期間中の労働契約の変更であり、労働契約法や労働基準法などの適法性、及び契約変更の必要性は企業側の事情によるとされていることである。加えて、労働契約の変更は自由意志の合致によるとされているから、労働者が拒否する場合は契約が成立しないのである。訴訟事件にいたる事情は労働者が甘受しない場合である。
変更された労働条件は、
1、 降格や役職免除といった変更
2、 賃金その他労働条件の低減
3、 従前の職位や職務内容と変更後のもの
といった項目が裁判所によって審査をされることとなる。
仮に、配置転換先にあてて、労働者が労務提供義務を果たしたとしても
1 　労働者の職業能力に即せず
2 　降格や役職から外した場合の業務遂行権限
3 　給与や手当の減額が多額に渡る場合
にあっては、裁判所は、「客観的に見て労働者にとって甘受できないもの」としている。
専門職・専任職と言われる人たちの整理解雇
旧来の日本的雇用慣行は、専門職・専任職と言われる人たちを社員として採用する概念であった。何らの職業経験すらない新卒者を採用し、個別企業において社会教育、職業教育を施し、これにより育成されたものは定年までの将来を保障するといった概念は一般社員と同様である。専門職として育てる場合は、大学院資格や発表論文を選抜項目とは刷るものの、労働能力はほとんど考慮していない。専任職は、中途採用を除き、専任職を予定して採用する企業は、先ずありえない。中途採用者の能力予想と実際の乖離による解雇事案は、普通解雇であり、整理解雇ではない。
ここから裁判上は、入社以来にわたり労働者本人の能力やその育成は、本来が個別企業に任されているのであり、それを単に労働者の能力不足として解雇対象とすることには合理性がないとする考え方が、裁判所の中心となって来ている。
加えて、人事考課や処遇の資料を提出させ回収するほどに、労働者は従属性が高まるとの研究成果（学説）は法曹界でも広く受け入れられているようだ。すると、専門職の能力チェックをいかに行っているのかといった議論や、人事情報開示・公平人事評価の請求権といった概念も合理性をもって訴訟提起の理由とされるに至ることは時間の問題である。
社会制度や判例の将来展開（むらおか見解）
一連の動向からすると、先に述べた旧来の日本的雇用慣行である社員概念と異なる方針をもつ個別企業においても、もちろん旧来の雇用慣行の企業も含めて、「その人材を残す労働能力基準」をより具体的に明瞭化させること、要するに対応視点を１８０度転換する程度に変更するなどすれば、はじめて企業経営としての解決の糸口があると思われる。
すなわち、計画的事業の曖昧さから生じる不良社員排除といった哲学から、現実具体的労働能力性の確保といった哲学への、パラダイムの転換を伴うことになるであろう。
このパラダイム転換を個別企業全体で成し遂げた場合、募集・採用から退職に至るまでの労働契約理念が変更されるわけだから、整理解雇を避けるための配置転換、すなわち、個別的な労働契約内容の変更は、より円滑になると考えられる。円滑になることは、訴訟の提起などの事件化を未然防止するものである。
そのためには、「労務提供と賃金の支払い」の労働契約のなかで、今日まで主流となっているところの
1) 労働力を、単純に時間若しくは出来高の賃金と交換する論理を一辺倒に持ち込む（労働力＝使用価値・効用価値）ではなく、
2) 労働における付加価値としての固有価値部分に対しても賃金交換＝能力向上・生活担保措置と交換する明瞭な理論
といった、イ）からロ）への発展の必要性が生ずると考えられる。
だから、労働紛争や紛議の争点は、
· 労働契約の開始から終了での時系列分野と
· 配置転換、教育・能力評価の質量分野との
二つの側面から注視され、それは現代人事課題が集中する、「採用と教育」と一致する。
折りしも、やっと日本で民法改正が浮上、100年ぶりの大改正、役務提供（サービス）を新設することになっている。現民法の雇用は、明治１７年の労働者が全国で20万人（人口3600万人）であったときの統計をもとに雇用契約を想定した。ちなみに、古代ローマ時代は、労働・請負・賃貸を区別できる概念がなかった。商品流通が未熟であった中世の交易取引の中心は奴隷、日本でも奴隷（乱取り等）が主要交易品だった。17世紀のイギリス名誉革命になってから、まだ商品の交易が萌芽であった時代にあって、
· 市場での価格こそを公平正義ととらえ、
· 貪欲的経済政策（王様や貴族の資産溜め込み）を排し流通を促進、
· 労働が指揮され分配されることによる価値創造をする
との新しい社会制度・法律を推奨したからこそ、現代社会の基盤が形作られたのである。
（株式会社総務部　むらおか著）
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